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はじめに 

 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「超高密度ナノビット

磁気記録技術の開発(グリーンＩＴプロジェクト)」（事後評価）の研究評価委員

会分科会（第１回（平成２５年１１月２７日））において策定した評価報告書（案）

の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、

第３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日）にて、その評価結果につい

て報告するものである。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料５－２より抜粋） 
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「超高密度ナノビット磁気記録技術の開発 

(グリーンＩＴプロジェクト)」 

全体の研究開発実施体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

7 

「超高密度ナノビット磁気記録技術の開発 

(グリーンＩＴプロジェクト)」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
垂直磁気記録の実用化以降、HDD（Hard Disk Drive；ハードディスクドラ

イブ）の高密度化が順調に進む一方で、従来技術の延長線上では高密度化が困

難な段階にきているが、本プロジェクトにおいては、新システム提案が明確化

され、予想以上の成果が得られている。具体的には、将来有望とされている熱

アシスト磁気記録、マイクロ波アシスト磁気記録やビットパターン媒体に関し

て果敢に研究開発を進め、5[Tb/in2]以上の面記録密度実現のための要素技術の

明確化を図った点は高く評価できる。 
一方、各要素技術の可能性は示されたが、シミュレーション結果の実現性検

証や要素技術統合による HDD 装置としての稼働可能性検証は残された課題で

ある。要素技術の再現性、量産化に向けた歩留まり検討が今後必要である。ま

た、最終製品の在るべき姿や使われ方を考慮し、開発技術仕様にフィードバッ

クし、本プロジェクト成果の高密度記録技術を適用した製品を検討頂きたい。 

 
２）今後に対する提言 
本プロジェクトの成果は、多くの要素技術からなっているが、これらが実際

に実用化される時期は、要素技術によって異なるはずである。従って、今後は

周辺技術の開発状況、競合企業の開発戦略などを踏まえながら、本プロジェク

トの成果を実用化に結びつけるための企業における柔軟な実用化戦略が必要で

ある。また、ナノテクやスピントロニクスなどの基盤技術から構築して実用技

術における大きな成果を得ているが、実用化する段には製造設備開発、導入に

莫大な資金と労力が必要になる。その様な状況の中で生き残るためには、各社

のグローバルな「競争」と「協調」が必要と考える。今後世界的規模の産業展

開を見据えた進め方も必要になる時期にきている。量産体制の確立に向けての

効率的な投資のために引き続き、産学官連携体制によるしっかりした公的なサ

ポートが望ましい。 
これまでもスピントロニクスにおける再生ヘッドでの産業応用など HDD と

ストレージ産業は先端技術の受け皿として大きな産業規模を活用して技術の発
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展を支えてきている。本プロジェクトの成果をうまく育成・発展させることで、

この分野での我が国の国際的なイニシアチブを取り戻していくことが重要であ

る。日本がストレージ技術において、世界を先導していくためのシナリオとし

て、ストレージシステム全体を俯瞰し、他のメディアについても必要なタイミ

ングでナショナルプロジェクトを計画的に実施していただくことを期待する。

本プロジェクトに次ぐ、将来の技術リードビークルとなり得る新プロジェクト

も NEDO 主体で検討頂きたい。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
ストレージ産業の発展は、HDD 技術の飛躍的発展の成否に大きく依存するが、

更に高密度化を進めていくためには、技術的なブレークスルーを必要としたた

め、更に企業の開発リスクは大きくなっていた。次世代の磁気記録技術は長い

研究開発期間と巨額な投資が必要であり、NEDO の関与が必要であった。また、

我が国の産官学の結集により、HDD 技術に一大変革をもたらそうとした本プロ

ジェクトは、まさに NEDO が本来になうべき事業である。情報記録分野の国際

的競争力を高める点でも本プロジェクトの優位性を認める。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
プロジェクトの途上で HDD 業界の大きな再編成（富士通、HGST）に見舞わ

れたにも関わらず適切なプロジェクトの研究開発体制を維持して大きな成果を

挙げた卓越したプロジェクトマネジメントは高く評価できる。本プロジェクト

開始時点では、その開発目標はいささか挑戦的過ぎるとも思われたが、終わっ

てみればまさに最適の目標設定であったことがわかる。中間評価を受けてその

指摘を考慮した適切な方向修正もなされ、目標を達成したことは評価できる。 

 
３）研究開発成果について 
要素技術に関して、研究開発目標をほぼ達成する成果を挙げている。外部エ

ネルギーを用いない、連続媒体を用いた垂直磁気記録方式（現状の HDD）と比

べて優位性がある。磁気記録媒体、超高性能磁気ヘッドに関する研究成果は、

いずれも世界トップレベルであり、HDD 技術の今後の方向を左右する重要成果

である。また、高温動作を要して信頼性確認に注意を要する熱アシスト技術を

代替できる記録方式として、マイクロ波アシスト磁気記録技術についてスピン

トルク発振素子とそのヘッド化技術という、もう一つの選択肢を与えることが

できたことは重要である。 
一方、シミュレーションでの可能性の見極め段階であり、実現に至る道筋の
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明確化が必要である。要素技術を統合した状態での技術検証まで至っていない

ため、今後担当企業を中心に技術開発を継続し、5[Tb/in2]の記録再生可能性を

HDD 統合技術として示すことが望まれる。また、競合企業への情報流出を防ぐ

ために発表を抑えるという方針には理解できる点もあるが、キーテクノロジー

を秘匿したままに、アピールをすることも可能なはずであり、この点の努力に

もう少し力を入れて欲しかった。本プロジェクト以外の研究機関や研究者の関

心を引き付けて、研究活動相乗効果を生み出すために広報活動は重要である。

今後の NEDO プロジェクト推進において、戦略的に広報を活用頂きたい。 

 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
技術的な難易度や資源の投入について順序を付けたうえで、実用化を検討し

ている。特に熱アシスト磁気記録とマイクロ波アシスト磁気記録は競合他社の

情報分析を含めてよく検討されており、実用化・事業化に向けた重要な成果が

得られている。実用化・事業化については、日本有数の HDD 及び記録デバイス

メーカーの研究体制としたことが大きな利点である。 
 一方、開発技術がどれも高い完成度を持つことはよく理解できるが、実用化・

事業化を考えると技術的、経済的課題など解決すべき課題は多い。引き続き開

発へ取り組んで、この成果を実用化・事業化できることを期待する。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A A A A B A A

２．研究開発マネジメントについて 2.4 B B A A C A A

３．研究開発成果について 2.7 A A A A C A A

４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
1.9 B A B B D B B

 
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて 
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

1.9 

2.7 

2.4 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 
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＜参考＞   

「超高密度ナノビット磁気記録技術の開発 

(グリーンＩＴプロジェクト)」 

に係る評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 
(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ ＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプロ

グラムの目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと

により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比

較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動

向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい

るか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい

るか。 

 
(2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの

配分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観

点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
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・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明

確になっているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行わ

れる体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実

用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行わ

れているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) 

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等

に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待

できるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果

として評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果

については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がって

いる場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合
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には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の

登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画

に沿って国内外に適切に行われているか。 

 
(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
 本項目における「実用化・事業化」の考え方 
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始

されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販

売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確にな

っているか。 
・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確

保される見通しはあるか。 
・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が

見込めるものとなっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に
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なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 


